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地域産業連関表における交差輸送の発生メカニズムに関する研究 

Study on the mechanism of cross-hauling in regional input-output tables 

 

内田 瑞生1 

中澤 純治2 

 

1. はじめに 

地方創生や EBPM（evidence-based policy making，証拠に基づく政策立案）を実現する上で，客

観的データに基づく地域経済分析の重要性が高まっている．なかでも，地域産業連関表は，地域

の経済構造を俯瞰するとともに，地域施策の経済効果を定量的に分析するための有効なツール

となる．一方で，産業連関表を継続的に作成する基礎自治体は限られており，作表の負担軽減に

取り組む必要がある（兵法・菊池（2021））． 

大規模調査に基づくサーベイ法は，作表に多大なコストを要するため，市区町村を対象とした

地域産業連関表の作成には適していない．そのため，既存統計のみを用いることで作表コストの

軽減を図るノンサーベイ法が提案された．ノンサーベイ法には様々な手法が提案されているが，

多くの手法が経済波及効果の大きさを左右する地域間交易の推計精度向上に主眼を置いている． 

ノンサーベイ法における代表的な地域間交易の推計手法として，LQ（location quotient）法およ

び CB（commodity balance）法の 2 種類が存在する．このうち，CB 法は，日本で一般的な競争移

輸入型産業連関表に適した手法であるとされる（Kronenberg（2012））ことに加えて，Kronenberg

（2009）や Többen & Kronenberg（2015）で提案された CHARM（cross-hauling adjusted regionalization 

method）および修正 CHARM により，従来手法では扱えなかった交差輸送（cross-hauling，同一

の財・サービスにおける移出入の同時発生）の考慮が可能となった．しかし，これらの手法は，

交差輸送が製品の異質性のみによって発生すると仮定しており，輸送費用による影響は考慮さ

れない．そのため，従来手法では，異質性の高い製品であっても輸送費用が高額であれば交差輸

送が抑制されるといった現象を説明できない． 

そこで，本研究では，新貿易理論の基盤である独占的競争モデルを導入し，代替の弾力性や輸

送費用が交差輸送の発生要因になりうることを理論的に示す．さらに，これらの要因と関連する

複数の指標を用いた実証分析により，理論モデルの妥当性を確かめるとともに，交差輸送の推計

精度を高める上で重要となる指標を特定する． 

本稿の構成は以下の通りである．第 2 章では，既存のノンサーベイ法，特に CHARM と修正

CHARM を概観し，交差輸送の扱いに理論的な課題が残されていることを示す．第 3 章では，新

貿易理論の独占的競争モデルを援用して交差輸送の発生メカニズムを理論的に分析し，その決

定要因となりうる指標を導出する．第 4 章では，実際の産業連関表データを用いた実証分析を行

い，理論モデルの妥当性を検証する．最後に，第 5 章で，研究の貢献と今後の課題を述べる． 
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2. 先行研究 

2.1. 産業連関表の作成方法 

産業連関表の作成手法は，サーベイ法，ノンサーベイ法，および両者の中間にあたるセミサー

ベイ法（ハイブリッド法）の 3 種類に大別される．このうち，サーベイ法は，投入調査や移出入

調査といった大規模な特別調査に基づく手法であり，主に，高い精度が求められる国の産業連関

表の作成に用いられる．しかし，サーベイ法は作表に多大な費用や労力を要するため，市区町村

を対象とする地域産業連関表の作成には適していない． 

サーベイ法の課題を解決する手法として，特別調査の全部または一部を既存統計で代替する

ノンサーベイ法およびセミサーベイ法が提案されている．このうち，ノンサーベイ法は，文字通

り特別調査を一切行わないため，大幅なコスト削減が可能である一方，推計精度の低さが課題と

されてきた．また，セミサーベイ法は，部分的に特別調査を実施することで精度の確保とコスト

削減の両立を図る手法であり，地域産業連関表の作成においてしばしば推奨される．しかし，本

手法は，ノンサーベイ法を土台とする手法であり，その精度は基礎となるノンサーベイ法に依存

する（Lahr（1993））．そのため，セミサーベイ法を用いる場合においても，依然としてノンサー

ベイ法の精度確保は重要であるといえる． 

 

2.2. ノンサーベイ法・セミサーベイ法における“地域化” 

ノンサーベイ法やセミサーベイ法では，限られたデータのもとで対象地域における産業間取

引等を推計する必要があり，その際，最も重要な基礎データとなるのが対象地域を含む基準地域

の産業連関表（以下，基準表）である．たとえば，市区町村産業連関表を作成する場合には，当

該地域の属する都道府県や国の産業連関表に基づき，地域の詳細化が行われる．そのため，こう

した推計過程は“産業連関表の地域化”と表現される． 

一方で，経済波及効果分析を目的とする場合には，必ずしも産業連関表そのものを作成する必

要はなく，逆行列係数やその基礎となる地域内投入係数（regional input coefficients）3を推定でき

れば十分である．そのため，基準表の投入係数から地域内投入係数を直接，推定することで作表

自体を回避する方法も存在し，こうした推計は“投入係数の地域化”と表現される． 

これらの地域化の大きな違いは，最終需要部門の推計およびコントロールトータルズ（CT）

に基づくバランス調整の有無である．バランス調整は，しばしば移出入額の過小評価等の把握

に役立つ4．しかし，最終需要部門の推計精度が低い場合には，却って他の部門の精度を悪化さ

せる可能性があるため，“投入係数の地域化”が有効な選択肢になりうる．一方で，最終需要部

門を高い精度で推計できる場合には，“産業連関表の地域化”が有効と考えられる． 

 
3 地域内投入係数とは，ある産業が一単位の生産を行うにあたり，地域内から調達した各財・サービスの投入額の割合

を示す係数であり，非競争移輸入型産業連関表の投入係数の地域版にあたる．競争移輸入型産業連関表の投入係数と地

域内投入係数を対応付けるには，既存の投入係数から移輸入分を分離する必要がある（内田（2024））． 
4 地域産業連関表の作成では，通常，最終工程で移出入額が推計され，しばしば産業連関表の行方向のバランス式の残

差として推計される．たとえば，LQ 法による地域産業連関表の作成では，移入額を推計したのちにバランス式の残差

として移出額が推計されるのが一般的である．しかし，LQ 法では，しばしば移出額が負になる問題が生じる．これ

は，移入額の過小評価により，地域の供給に対して域内需要が過大となってしまうことに起因する（内田（2024））． 
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また，地域産業連関表やそれに基づく地域間産業連関表は，社会会計行列（SAM）や地域間

SAM の構成要素となる．これらのデータに基づく応用一般均衡（CGE）モデルや土木分野で用

いられる空間的応用一般均衡（SCGE）モデルは，税率や輸送費用の変化による便益評価等を

可能とする．したがって，“産業連関表の地域化”は，これらの発展的モデルに基礎データを提

供する上でも重要な意義をもつ．そこで，以下では，“産業連関表の地域化”に主眼を置いて議

論を進める． 

 

2.3. ノンサーベイ法の代表的手法 

ノンサーベイ法の代表的手法として，LQ（location quotient）法と CB（commodity balance）法

が存在する．両手法は，いずれも基準地域内の地域間交易やそれに伴う移入額の推計に主眼を置

いている．これは，移輸入額の精度が経済波及効果の精度を左右するため，地域産業連関表の作

成において，地域間交易の精度確保が重要な課題とされる（石川（2016））ことに起因する．一

方で，両手法の“地域化”のアプローチは異なっている． 

このうち，LQ 法は“投入係数の地域化”に対応した手法であり，特化係数（location quotient）

が高いほど移入依存度が低くなるという仮定5に基づき，地域内投入係数を推計する．本手法は，

海外で一般的な非競争移輸入型産業連関表への適用を想定した手法であり，日本で一般的な競

争移輸入型産業連関表に適用する際には，事前に非競争移輸入型産業連関表への変換が推奨さ

れる6．しかし，こうした処理は，推計過程を複雑化させると同時に，精度検証や改善検討を難

しくする一因になっている7． 

また，CB 法は，“産業連関表の地域化”に対応した手法であり，各産業の純移出額にあたる商

品バランス（commodity balance）に着目して，純移出額を移出額および移入額に分離する．本手

法は，日本で一般的な競争移輸入型産業連関表の推計に適しているとされる（Kronenberg（2012））．

これは，移輸入額が列部門に計上される競争移輸入型産業連関表において，行方向のバランス式

の算出が容易であることに起因する． 

また，本手法は，LQ 法のような経験則に基づく手法と異なり，あくまで移出入額に対してバ

ランス制約を課しているに過ぎない．そのため，LQ 法等の他のノンサーベイ法で移出入額のい

ずれかを推計したのちに，残差として他方を推計する方法は，広義には CB 法の一種とも捉えら

れる．そこで，以下では“産業連関表の地域化”の代表的手法として，CB 法について説明する． 

 
5 特化係数は，ある地域の産業別の生産額や従業者数の構成比を基準地域の構成比で割った値であり，特に，輸出額に

関する特化係数は顕示比較優位（RCA）指数としても知られる．比較優位は，伝統的貿易理論の基本概念であり，LQ
法が広く受け入れられた理由には，こうした理論的背景も関係しているものと考えられる． 
6 LQ 法では，基準表の投入係数から基準地域内における地域間交易に伴う移入分を分離することで，地域内投入係数

が推定される．しかし，競争移輸入型産業連関表の投入係数には，基準地域外からの移輸入分が含まれているため，

LQ 法を直接適用すると移輸入が二重計上される可能性がある．この二重計上は，移輸入額の総額が域内需要額を上回

るといった理論的な齟齬を生じさせる恐れがある．こうした問題は，事前に非競争移輸入型産業連関表へ変換し，基準

地域外からの移輸入分をあらかじめ分離しておくことで回避できる（内田（2024））． 
7 競争移輸入型産業連関表では，地域内投入係数の正解データが得られない．そのため，LQ 法の精度検証では，移輸

入係数や産出乗数（逆行列係数の列和）といった集計指標に頼らざるを得ない．こうした方法は，各行に一定の特化係

数を設定する SLQ（simple LQ）法等の検証には有効であると考えられるが，FLQ（Flegg’s LQ）法のようにセルごとに

特化係数が異なる手法の場合，集計指標のみをもって各セルの特化係数の妥当性を評価するのには限界がある． 
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2.4. CB 法の推計手順 

CB 法の一般的な推計手順を，表-1 に示す．推計手順は，ステップ①～⑤の 5 段階に分かれて

おり，ステップ①～④では，基準表の金額が基準地域内の地域の合計と一致することが要求され

る域内生産額等に対して，就業者数等の指標に基づく按分処理が行われる． 

一方で，ステップ⑤の基準地域内の移出入額は，基準表上で域内取引として扱われるため，按

分処理により推計することができない．この課題に対して，CB 法では，商品バランス（commodity 

balance）に着目して移出入額を推計する．商品バランスとは，基準地域内の純移出額を指し，産

業𝑖の商品バランス𝑏௜が式(1)で定義される．なお，域内需要額𝑑௜は，式(2)で定義される．商品バ

ランスは，域内供給額𝑥௜ − 𝑒௜と域内需要額𝑑௜ − 𝑚௜の差に等しくなるため，ステップ①～④の時点

で既に決定されており，ステップ⑤では，式(1)を満たすように移出額𝑢௜と移入額𝑛௜を推計すれ

ば，産業連関表の行方向のバランス式が自動的に満たされる8． 

 

𝑏௜ ≡ 𝑢௜ − 𝑛௜ = (𝑥௜ − 𝑒௜) − (𝑑௜ − 𝑚௜)

𝑢௜:基準地域内への移出額

𝑛௜:基準地域内からの移入額

𝑥௜ :域内生産額

𝑑௜ :域内需要額

𝑒௜:基準地域外への移輸出額

𝑚௜:基準地域外からの移輸入額

(1) 

𝑑௜ ≡ ෍ 𝑥௜௝

௦

௝ୀଵ

+ ෍ 𝑓௜௞

௧

௞ୀଵ

(2) 

 

表-1 一般的な CB 法の推計の流れ（競争移輸入型産業連関表の場合） 

需要 
供給 

中間需要 域内最終需要 輸 
出 

移 
出 

輸 
入 

移 
入 

生 
産 
額 1 ⋯ 𝑠 1 ⋯ 𝑡 

中 
間 
投 
入 

1 𝑥ଵଵ ⋯ 𝑥ଵ௦ 𝑓ଵଵ ⋯ 𝑓ଵ௧ 𝑒ଵ 𝑢ଵ −𝑚ଵ −𝑛ଵ 𝑥ଵ 

⋮ ⋮ ⋱ ⋮ ⋮ ⋱ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 

𝑠 𝑥௦ଵ ⋯ 𝑥௦௦ 𝑓௦ଵ ⋯ 𝑓௦௧ 𝑒௦ 𝑢௦ −𝑚௦ −𝑛௦ 𝑥௦ 

粗付加価値 𝑣ଵ ⋯ 𝑣௦ ←②  ↑③ ↑④ ↑⑤ ↑④ ↑⑤ ↑① 

域内生産額 𝑥ଵ ⋯ 𝑥௦ ←① 

① 域内生産額（CT）の按分 

② 中間投入額・粗付加価値額の按分 

③ 域内最終需要額の按分 

④ 基準地域外での移輸出入額の按分 

⑤ 基準地域内での移出入額の分離  

 
8 なお，産業連関表の定義上，建設や公務といった一部の産業は移輸出入が計上されない．しかし，CB 法をはじめと

するノンサーベイ法では，これらの産業の移出入額がゼロとならず，事後的なバランス調整が必要となる場合が多い．

こうした問題は，移出入額を推計するステップ⑤の課題ではなく，前段階にあたるステップ①～④において，本来ゼロ

となるべき商品バランスがゼロとなっていないことに起因する． 
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そのため，CB 法では，既知の商品バランス（純移出額）を満たすように移出入額を分離する

ことに主眼が置かれる．この商品バランスに関する制約は，産業連関表の行バランス式そのもの

であり，地域産業連関表が必ず満たすべき恒等式である．そのため，LQ 法のような経験則に基

づくモデルとは理論的背景が異なるが，移出入額の分離方法については，LQ 法と同様，様々な

仮定に基づく派生手法が存在する． 

古典的な移出入額の分離方法として，Schaffer & Chu（1969）では，式(3𝑎)および式(3b)が用い

られた9．これらの式では，図-1(a)に示すように，商品バランス𝑏௜が正であれば移出のみ，負であ

れば移入のみが生じていると仮定することで移出入額を推計する．しかし，こうした移出入額の

分離方法には，交差輸送（cross-hauling）が無視されるという問題が指摘されている（Kronenberg

（2009））． 

 

𝑢௜ = max(0, 𝑏௜) =
|𝑏௜| + 𝑏௜

2
= ൜

0, if 𝑏௜ ≤ 0
𝑏௜ , if 𝑏௜ > 0

(3𝑎) 

𝑛௜ = max(0, −𝑏௜) =
|𝑏௜| − 𝑏௜

2
= ൜

−𝑏௜ , if 𝑏௜ ≤ 0
0, if 𝑏௜ > 0

(3b) 

 

交差輸送とは，同一財において移出入が同時発生する現象を指し，実際の産業連関表でも多く

の産業で確認することができる．交差輸送の無視による移輸入額の過小評価は，経済波及効果の

過大評価の原因となるため，交差輸送の考慮は CB 法における重要な課題といえる． 

これらの課題を踏まえて，Kronenberg（2009）および Többen & Kronenberg（2015）は，それぞ

れ CHARM（cross-hauling adjusted regionalization method）および修正 CHARM（modified CHARM）

と呼ばれる交差輸送の推計枠組みを提案した．以下では，これらの推計枠組みについて概説する． 

 

  

(a) 交差輸送を無視 (b) 交差輸送を考慮 

図-1 CB 法における移出入額の分離方法  

 
9 以下では，Kronenberg（2009）や Többen & Kronenberg（2015）の議論と整合させるため，適宜，max(⋅)関数および

min(⋅)関数を絶対値を用いた等価な式に変換している．変換には，以下の式を使用した． 

max(𝑥, 𝑦) =
𝑥 + 𝑦 + |𝑥 − 𝑦|

2
 

min(𝑥, 𝑦) =
𝑥 + 𝑦 − |𝑥 − 𝑦|

2
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2.5. CHARM・修正 CHARM の推計枠組み 

1) 交差輸送の定義 

移出入額，商品バランスおよび交差輸送が，図-1(b)のような関係性をもつことを踏まえて，

Többen & Kronenberg（2015）は，交差輸送𝑞௜を式(4)で定義した．この関係性に基づき，既知の

商品バランス𝑏௜と未知の交差輸送𝑞௜を用いて，移出額𝑢௜および移入額𝑛௜が，それぞれ式(5𝑎)およ

び式(5b)で推計可能となる．したがって，移出入額の分離は，交差輸送の推計問題に帰着する． 

 

𝑞௜ ≡ 2 min(𝑢௜ , 𝑛௜) = 𝑢௜ + 𝑛௜ − |𝑏௜| (4) 

𝑢௜ =
𝑞௜

2
+ max(0, 𝑏௜) =

𝑞௜ + |𝑏௜| + 𝑏௜

2
(5𝑎) 

𝑛௜ =
𝑞௜

2
+ max(0, −𝑏௜) =

𝑞௜ + |𝑏௜| − 𝑏௜

2
(5b) 

 

なお，Kronenberg（2009）では，基準地域内外の交易を区別せずに，移輸出額𝑢෤௜および移輸

入額𝑛෤௜が，それぞれ式(6𝑎)および式(6b)で定義された．これに伴い，商品バランス𝑏෨௜および交

差輸送𝑞෤௜についても，Többen & Kronenberg（2015）による定義と異なる式(7)および式(8)の定

義式が用いられた．これらの定義は，後述する問題を引き起こしたため，Többen & Kronenberg

（2015）によって上記の定義式に修正された経緯がある． 

 

𝑢෤௜ ≡ 𝑢௜ + 𝑒௜ (6𝑎) 

𝑛෤௜ ≡ 𝑛௜ + 𝑚௜ (6b) 

𝑏෨௜ ≡ (𝑢௜ + 𝑒௜) − (𝑛௜ + 𝑚௜) = 𝑥௜ − 𝑑௜ (7) 

𝑞෤௜ ≡ 2 min(𝑢෤௜ , 𝑛෤௜) = 𝑢෤௜ + 𝑛෤௜ − ห𝑏෨௜ห (8) 

 

2) CHARM の概要・課題 

交差輸送の推計にあたり，Kronenberg（2009）は，完全に同質な製品では移輸出入が同時に

発生し得ないことを理由に，製品の異質性が交差輸送の主な発生要因であると主張した．そこ

で，新たに産業𝑖別の製品の異質性を測る指標ℎ௜ ≥ 0を導入した上で，交差輸送が満たすべき 4

つの要件を挙げた．これらの要件を数学的に表現すると以下のようになる． 

 

1. 製品の異質性が存在しない（ℎ௜ = 0）場合，交差輸送𝑞෤௜ = 0となる． 

2. 生産額𝑥௜と域内消費額𝑑௜を同時に𝑎倍すると，交差輸送𝑞෤௜も𝑎倍になる． 

3. 域内消費額𝑑௜が一定のもとで生産額𝑥௜を𝑎倍（𝑎 > 1）すると，交差輸送𝑞෤௜が𝑎ᇱ倍（1 <

𝑎ᇱ < 𝑎）になる（比例関係より低い倍率で増加する）． 

4. 生産額𝑥௜が一定のもとで域内消費額𝑑௜を𝑎倍（𝑎 > 1）すると，交差輸送𝑞෤௜が𝑎ᇱᇱ倍（1 <

𝑎ᇱᇱ < 𝑎）になる（比例関係より低い倍率で増加する）．  
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これらの要件を満たすため，CHARM では，式(9)に示す交差輸送𝑞௜の算出式が導入された．

さらに，Kronenberg（2009）は，製品の異質性が地理的位置に依存しない製品固有の特性であ

ると主張し，基準地域内外で製品の異質性ℎ௜は一定であると仮定した．この仮定に基づき，本

手法では，製品の異質性ℎ௜が式(10)で推定される．これにより，既知のデータのみを用いて交

差輸送𝑞௜を推計することが可能となる． 

 

𝑞෤௜ = ℎ௜(𝑥௜ + 𝑑௜) (9) 

ℎ௜ =
𝑄௜

𝑋௜ + 𝐷௜

=
2 min(𝐸௜ , 𝑀௜)

𝑋௜ + 𝐷௜

𝑄௜ :基準地域の交差輸送

𝑋௜:基準地域の域内生産額

𝐷௜ :基準地域の域内需要額

𝐸௜:基準地域の移輸出額

𝑀௜:基準地域の移輸入額

(10) 

 

なお，Kronenberg（2009）の示した交差輸送の要件のうち，要件 2 は分析単位地区の空間ス

ケールの変化に対するモデルの挙動を規定するものと解釈できる．たとえば，同質な𝑅個の地

区が集計されると，域内生産額や域内需要額は，いずれも元の地区の𝑅倍となる．さらに，

CHARM では，交差輸送についても域内生産額等と同様に空間スケールに比例する変数として

扱われた．これは，以下のように，基準地域内の各地域𝑟の交差輸送𝑞௜
௥の合計が基準表の交差輸

送𝑄௜に等しくなることからも明らかである10． 

 

෍ 𝑞෤௜
௥

ோ

௥ୀଵ

= ℎ௜ ෍(𝑥௜
௥ + 𝑑௜

௥)

ோ

௥ୀଵ

= ℎ௜(𝑋௜ + 𝐷௜) = 𝑄௜

𝑅:地域数

(11) 

 

しかし，基準地域内の地域間交易が基準表の移出入に計上されないことを踏まえると，

Többen & Kronenberg（2015）が指摘するように，CHARM は，基準表における交差輸送を各地

域の経済規模に応じて按分しているに過ぎず，基準地域内の地域間交易に伴う交差輸送が無視

されるという重大な欠陥をもつ．  

 
10 以下では，基準地域内の特定の地域を示す必要がある場合，変数に上付き添字𝑟を付して表記する． 
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さらに，Többen & Kronenberg（2015）は，CHARM が，会計上の不整合，特に再移輸出（re-

exports，移輸入した財・サービスの移輸出）を発生させるという問題を指摘した．産業連関表

では，通常，移輸出額は域内生産額を，移輸入額は域内需要額をそれぞれ超えることはない

（𝑢෤௜ ≤ 𝑥௜ ∧ 𝑛෤௜ ≤ 𝑑௜）．しかし，CHARM では，式(8)および式(9)より，域内生産額または域内需

要額のいずれかのみがゼロかつ製品の異質性が存在する場合に，以下のように，産業連関表の

制約に矛盾する結果をもたらす． 

 

𝑥௜ = 0 ∧ 𝑑௜ > 0 ∧ ℎ௜ > 0 ⇒ 𝑢෤௜ ≥
1

2
𝑞෤௜ = ℎ௜(0 + 𝑑௜) > 0 = 𝑥௜ (12𝑎) 

𝑥௜ > 0 ∧ 𝑑௜ = 0 ∧ ℎ௜ > 0 ⇒ 𝑛෤௜ ≥
1

2
𝑞෤௜ = ℎ௜(𝑥௜ + 0) > 0 = 𝑑௜ (12b) 

 

また，図-2 に示すように，移輸出額が域内生産額を，移輸入額が域内需要額をそれぞれ上回

る場合に，その超過分は再移輸出と解釈される．こうした再移輸出は，同質な財・サービスの

取引であるにもかかわらず，CHARM では交差輸送と同様に扱われるが，これは，製品の異質

性が交差輸送の発生要因であるとする本手法の仮定と矛盾している．こうした理論的齟齬を解

消するためには，再移輸出の根本原因となる交差輸送の過大評価を抑制する必要がある． 

 

 

図-2 CB 法における再移出の発生  
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3) 修正 CHARM の概要・課題 

これらの CHARM の課題を踏まえて，Többen & Kronenberg（2015）は修正 CHARM を提案し

た．本手法の従来手法に対する改善点は，主に以下の 2 点である． 

1 点目は，基準地域内での交易のみを対象とする交差輸送𝑞௜を用いた点である．これによ

り，製品の異質性が存在（ℎ௜ > 0）すれば，基準地域内における交差輸送の発生（𝑞௜ > 0）が保

証される11．さらに，基準地域内外の交易を区別することで，事前に按分された基準地域外の

移輸出入額の合計値との整合性を確保しやすいという利点もある．こうした特徴は，基準表と

整合的な地域間産業連関表を作成する上でも役立つ． 

2 点目は，交差輸送の上限値を考慮した算出式を用いた点である．修正 CHARM では，図-3

に示すように，移出入額に対する制約が課される．まず，地域内の制約として，図-3(a)のよう

に，移出額は域内生産額を，移入額は域内需要額をそれぞれ超えてはならない．さらに，地域

間の制約として，図-3(b)のように，移出額は，基準地域内の他の地域（以下，その他地域）の

域内需要額を，移入額はその他地域の域内生産額の総額をそれぞれ超えてはならない12．な

お，本手法の交差輸送は，基準地域内での交易のみを対象とするため，あらかじめ域内生産額

および域内需要額より基準地域外との交易に伴う移輸出入額を除外する必要がある． 

 

 

 

(a) 地域内の制約 (b) 地域間の制約 

図-3 CB 法における再移出の非発生条件  

 
11 後述する交差輸送の上限値がゼロの場合に限り，製品の異質性が存在（ℎ௜ > 0）しても交差輸送はゼロとなる． 
12 対象地域の移出入額は，それぞれその他地域における移入額および移出額に等しくなる．したがって，ここで示した

“地域間の制約”は，その他地域にとっての“地域内の制約”とも解釈できる． 
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これらの制約より，基準地域内への移出額の上限値（以下，上限移出額）𝑢ത௜
௥および移入額の

上限値（以下，上限移入額）𝑛ത௜
௥は，それぞれ式(13𝑎)および式(13b)で表される．したがって，

交差輸送の上限値（以下，上限交差輸送）𝑞ത௜
௥は，式(14)で表すことができ，この値を超えない

ように交差輸送𝑞௜
௥を定めることで再移出の非発生が保証される． 

 

𝑢ത௜
௥ ≡ min ቌ𝑥௜

௥ − 𝑒௜
௥ , ෍(𝑑௜

௦ − 𝑚௜
௦)

ோ

௦ୀଵ

− (𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥)ቍ (13𝑎) 

𝑛ത௜
௥ ≡ min ቌ𝑑௜

௥ − 𝑚௜
௥ , ෍(𝑥௜

௦ − 𝑒௜
௦)

ோ

௦ୀଵ

− (𝑥௜
௥ − 𝑒௜

௥)ቍ (13b) 

𝑞ത௜
௥ ≡ 2 min(𝑢ത௜

௥ , 𝑛ത௜
௥) (14) 

 

これを踏まえて，Többen & Kronenberg（2015）は，交差輸送𝑞௜
௥の算出式として式(15)を提案

した．なお，𝑞ො௜
௥は，0 ≤ 𝑞ො௜

௥ ≤ 1を満たすパラメータであり，本研究では，交差輸送率と呼ぶ13．

また，修正 CHARM では，CHARM と同様に，基準地域内外で交差輸送の発生度合いが同等で

あると仮定され，交差輸送率𝑞ො௜
௥が式(16)で推定される． 

 

𝑞௜
௥ = 𝑞ො௜

௥𝑞ത௜
௥ (15) 

𝑞ො௜
௥ =

𝑄௜

𝑄ത௜

=
2 min(𝐸௜ , 𝑀௜)

2 min(𝑋௜ , 𝐷௜)
(16) 

 

修正 CHARM は，CHARM に対して，いくつかの相違点はあるものの，実質的に製品の異質

性のみが交差輸送の発生要因であると仮定する点では共通している．そのため，交差輸送率が

地理的位置に依存せず，基準地域内外で一定であると仮定されるが，こうした仮定に対する理

論的根拠は十分に示されていない．特に，基準地域内外で取引される製品の種類や輸送費用が

異なる場合には，交差輸送率も変化すると考えられる． 

  

 
13 パラメータ𝑞ො௜

௥にあたる変数は，Többen & Kronenberg（2015）では，交差輸送シェア（cross-hauling shares）あるいは

製品の異質性の度合い（degree of product heterogeneity）と表現されている．しかし，本研究では，2 つの理由から，こ

のパラメータ𝑞ො௜
௥を“交差輸送率”と呼ぶこととした．1 つ目は，𝑞ො௜

௥は，交差輸送の理論的な上限値に対する実際の交差

輸送の比を示しており，シェア（占有率）と呼ぶのは適切でないと考えられるためである．2 つ目は，製品の異質性が

交差輸送の主な発生要因であるという考え方は，あくまで CHARM や修正 CHARM における仮定に過ぎないためであ

る．後述するように，輸送費用等の他の要因が影響している可能性についても考慮が必要であると考えられる． 
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2.6. 先行研究の課題 

以上のように，CB 法を基礎とする CHARM とその改良版である修正 CHARM は，交差輸送

を定量化する枠組みを示した点で新規性を有する．しかし，Kronenberg（2009）の提案した

CHARM には，基準地域内の地域間交易に伴う交差輸送が無視されることに加えて，会計上の

不整合，具体的には再移輸出が発生するといった課題があった．これらの課題は Többen & 

Kronenberg（2015）の修正 CHARM によって解決され，会計上の整合性を確保しつつ交差輸送

を推計することが可能となった． 

一方で，修正 CHARM にも理論的な課題が残されている．特に，本手法は，交差輸送の発生

要因を製品の異質性のみに限定しており，交差輸送率が地理的位置によらないことを仮定して

いる．しかし，輸送費用が高いほど交差輸送は生じにくいと考えられ，本手法は，こうした輸

送費用による影響を無視している． 

そこで，次章では，新貿易理論の基盤である独占的競争モデルを用いて，製品の異質性に加

えて輸送費用が交差輸送に与える影響を理論的に分析する． 

 

3. 理論分析 

3.1. 新貿易理論の概要 

交差輸送は，同一産業に属する財が地域間で相互に移出入される現象であり，国際貿易で議論

されてきた産業内貿易（同一産業における輸出入の同時発生）と類似する．また，産業内貿易に

対しては，Krugman（1980）を嚆矢とする独占的競争モデルが理論的な説明を与えている． 

そこで，本研究では，このモデルを援用することで，CHARM や修正 CHARM が仮定してきた

製品の異質性に加えて，輸送費用が交差輸送に与える影響を理論的に導出し，交差輸送の発生メ

カニズムを実証的に検証可能なモデルとして定式化することを目的とする． 

国際貿易，特に，先進国間の貿易は，類似の生産技術をもつ工業国間で類似の工業品が互いに

取引される産業内貿易に特徴がある．しかし，生産技術や生産要素の賦存量における比較優位を

貿易の原因とする伝統的貿易理論では，産業間貿易（異なる産業における輸出入の同時発生）を

説明できる一方で，類似の先進国間における産業内貿易を説明することは困難であった（田中

（2015））． 

これに対して，Krugman（1980）を嚆矢とする新貿易理論は，全ての企業が均質であっても，

生産における規模の経済および消費における多様性選好（love of variety）を仮定すれば，産業内

貿易が生じうることを示した．本理論は，Dixit & Stiglitz（1977）によって提案された独占的競争

モデルを応用したものであり，これにより，企業は差別化された製品に対する価格支配力を有し

ながら，自由な参入・退出により長期的に利潤がゼロになるという，完全競争市場や独占市場よ

りも現実的な経済活動を再現することが可能となる． 

こうした新貿易理論の基礎となる製品差別化の仮定は，CHARM や修正 CHARM において交

差輸送の発生要因とされる製品の異質性と整合的であると考えられる．一方で，輸送費用も新貿

易理論において重要な概念となるが，これまで輸送費用による影響は考慮されてこなかった． 
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3.2. 使用する独占的競争モデル 

本研究では，交差輸送の理論分析を行うため，Helpman & Krugman（1985）の示した新貿易理

論の基本モデルを簡素化した 2 地域の独占的競争モデルを用いる14．なお，本モデルでは，単純

化のため，複数産業間の中間投入を考慮した産業連関表と異なり，産業は 1 部門のみが存在し，

生産要素は労働のみであると仮定する． 

 

1) 家計による需要 

各地域に 1 つの代表的家計存在すると仮定し，地域𝑠の家計の効用𝑈௦（合成財の消費量𝑄௦）

を式(17)に示す CES 型効用関数で定義する．この関数において，財が代替財，すなわち0 <

𝜌 < 1を満たすと仮定すると，代替の弾力性𝜎について式(18)が成り立ち，代替の弾力性𝜎が高

いほど製品の同質性が高い状態となる．これにより，家計が多様な財を消費することを好む多

様性選好が再現される． 

 

𝑈௦ ≡ 𝑄௦ ≡ ൭෍ න 𝑞௥௦(𝜔)ఘ𝑑𝜔
ேೝ

଴

ଶ

௥ୀଵ

൱

ଵ
ఘ

𝑁௥:差別化された財のバラエティの数

𝑞௥௦(𝜔):バラエティ𝜔の財の消費量

(17) 

𝜎 =
1

1 − 𝜌
> 1 (18) 

 

ここで，地域𝑠の家計の所得を𝑇௦とする．この予算制約下での効用最大化問題を解くと，合成

財価格にあたる価格指数𝑃௦が，式(19)のように導出される．さらに，地域𝑠の家計の地域𝑟のバ

ラエティ𝜔の財に対する需要量𝑞௥௦(𝜔)は式(20)となり，支出額𝑡௥௦(𝜔)は式(21)となる． 

 

𝑃௦ ≡
𝑇௦

𝑄௦

= ൭෍ න 𝑝௥௦(𝜔)ଵିఙ𝑑𝜔
ேೝ

଴

ଶ

௥ୀଵ

൱

ଵ
ଵିఙ

(19) 

𝑞௥௦(𝜔) = ቆ
𝑝௥௦(𝜔)

𝑃௦

ቇ

ିఙ

𝑄௦ (20) 

𝑡௥௦(𝜔) ≡ 𝑝௥௦(𝜔)𝑞௥௦(𝜔) = ቆ
𝑝௥௦(𝜔)

𝑃௦

ቇ

ଵିఙ

𝑇௦ (21) 

  

 
14 導出は，佐藤ら（2011）を参考にし，使用する記号や数式は，Melitz（2003）に倣った． 
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2) 企業による生産 

企業が財を生産するためには，固定的な労働投入量𝑓 > 0および 1 単位ごとに労働投入量𝑐 > 0

が必要であると仮定する．そのため，地域𝑟の企業の労働投入量𝑙௥(𝜔)が以下のように定義される．

これにより，生産量を増やすほど平均労働投入量が逓減する規模の経済が再現される． 

 

𝑙௥(𝜔) ≡ 𝑓 + 𝑐൫𝑞௥௥(𝜔) + 𝜏𝑞௥௦(𝜔)൯ (22) 

 

ここで，氷塊型（iceberg）輸送費用を仮定する．すなわち，他の地域に財を 1 単位届けるた

めに𝜏単位（𝜏 > 1）を出荷しなくてはならない．これは，𝜏が大きいほど輸送費用が高いことを

意味し，𝜏 → ∞のとき各地域は閉鎖経済となる．なお，域内では，輸送費用は掛からないもの

とする．したがって，労働者の賃金率を 1 に基準化すると，地域𝑟の企業の利潤𝜋௥(𝜔)は，式

(23)と表される．これらの条件のもとで利潤最大化問題を解くと，域内販売価格𝑝௥௥(𝜔)および

輸出価格𝑝௥௦(𝜔)がそれぞれ式(24𝑎)および式(24b)となる． 

 

𝜋௥(𝜔) ≡ 𝑡௥௥(𝜔) + 𝑡௥௦(𝜔) − 𝑙௥(𝜔)

=
𝑡௥௥(𝜔) + 𝑡௥௦(𝜔)

𝜎
− 𝑓, 𝑟 ≠ 𝑠

(23) 

𝑝௥௥(𝜔) = 𝑝 ≡
𝜎

𝜎 − 1
𝑐 (24𝑎) 

𝑝௥௦(𝜔) = 𝜏𝑝, 𝑟 ≠ 𝑠 (24b) 

 

ここで，輸送自由度𝜙を式(25)とおく．輸送自由度𝜙は，0 < 𝜙 < 1の範囲をとり，𝜙 → 0のと

き輸送費用が無限大の閉鎖経済，𝜙 → 1のとき輸送費用がゼロの状態を表す．これにより，式

(19)の価格指数𝑃௦が，式(26)のように表せる． 

 

𝜙 ≡ 𝜏ଵିఙ (25) 

𝑃௦ = 𝑝(𝑁௦ + 𝜙𝑁௥)
ଵ

ଵିఙ, 𝑟 ≠ 𝑠 (26) 

 

したがって，式(21)の𝑡௥௦(𝜔)は，以下のように表せる． 

 

𝑡௥௥(𝜔) =
1

𝑁௥ + 𝜙𝑁௦

𝑇௥ (27𝑎) 

𝑡௥௦(𝜔) =
𝜙

𝜙𝑁௥ + 𝑁௦

𝑇௦ , 𝑟 ≠ 𝑠 (27b) 
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3) 長期均衡 

独占的競争モデルでは，市場への参入・退出が自由であると仮定するため，長期的に企業の利

潤はゼロとなる．そのため，地域𝑟の企業の利潤𝜋௥(𝜔)より，各地域に対して以下の式が成り立つ． 

 

1

𝑁௥ + 𝜙𝑁௦

𝑇௥ +
𝜙

𝜙𝑁௥ + 𝑁௦

𝑇௦ = 𝜎𝑓, 𝑟 ≠ 𝑠 (28) 

 

各地域に対する連立方程式(28)を解くことで，財のバラエティの数𝑁௥は以下となる． 

 

𝑁௥ =
𝑇௥ − 𝜙𝑇௦

(1 − 𝜙)𝜎𝑓
, 𝑟 ≠ 𝑠 (29) 

 

したがって，地域𝑠の家計の地域𝑟の財に対する総支出額𝑇௥௦は，以下のように表される． 

 

𝑇௥௥ ≡ න 𝑡௥௥(𝜔)𝑑𝜔
ேೝ

଴

=
𝑇௥ − 𝜙𝑇௦

1 − 𝜙ଶ
(30𝑎) 

𝑇௥௦ ≡ න 𝑡௥௦(𝜔)𝑑𝜔
ேೝ

଴

=
𝜙(𝑇௥ − 𝜙𝑇௦)

1 − 𝜙ଶ
, 𝑟 ≠ 𝑠 (30b) 

 

3.3. 修正 CHARM の理論分析 

1) 交差輸送率の導出 

前節で示した 2 地域 1 部門の独占的競争モデルの総支出額と CB 法の商品バランスを構成す

る各金額は，以下のように対応させることができる．これらの式では，基準地域外の輸出入額が

除外されるため，地域𝑟とその他地域𝑠の 2 地域のみが存在し，それ以外の地域が存在しない状況

を仮定している．また，産業は 1 部門しか存在しないため，本項では，産業を表す添字𝑖を省略

して表記する． 

 

𝑥௥ − 𝑒௥ = 𝑇௥௥ + 𝑇௥௦ =
𝑇௥ − 𝜙𝑇௦

1 − 𝜙
(31𝑎) 

𝑑௥ − 𝑚௥ = 𝑇௥௥ + 𝑇௦௥ = 𝑇௥ (31b) 

𝑢௥ = 𝑇௥௦ =
𝜙(𝑇௥ − 𝜙𝑇௦)

1 − 𝜙ଶ
(31c) 

𝑛௥ = 𝑇௦௥ =
𝜙(𝑇௦ − 𝜙𝑇௥)

1 − 𝜙ଶ
(31d) 
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したがって，交差輸送𝑞௥は，以下の式で表せる． 

 

𝑞௥ = 2 min(𝑢௥ , 𝑛௥)

=
2𝜙

1 − 𝜙ଶ
min(𝑇௥ − 𝜙𝑇௦, 𝑇௦ − 𝜙𝑇௥)

=

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧2𝜙(𝑇௥ − 𝜙𝑇௦)

1 − 𝜙ଶ
, 𝑇௥ ≤ 𝑇௦

2𝜙(𝑇௦ − 𝜙𝑇௥)

1 − 𝜙ଶ
, 𝑇௥ > 𝑇௦

(32) 

 

さらに，上限移出額𝑢ത௥および上限移入額𝑛ത௥は，以下の式で表せる． 

 

𝑢ത௥ = min(𝑥௥ − 𝑒௥ , 𝑑௦ − 𝑚௦)

= min ൬
𝑇௥ − 𝜙𝑇௦

1 − 𝜙
, 𝑇௦൰

= ቐ

𝑇௥ − 𝜙𝑇௦

1 − 𝜙
, 𝑇௥ ≤ 𝑇௦

𝑇௦, 𝑇௥ > 𝑇௦

(33𝑎) 

𝑛ത௥ = min(𝑑௥ − 𝑚௥ , 𝑥௦ − 𝑒௦)

= min ൬𝑇௥ ,
𝑇௦ − 𝜙𝑇௥

1 − 𝜙
൰

= ቐ

𝑇௥ , 𝑇௥ ≤ 𝑇௦

𝑇௦ − 𝜙𝑇௥

1 − 𝜙
, 𝑇௥ > 𝑇௦

(33b) 

 

よって，交差輸送の上限値𝑞ത௥は，以下の式のようになる． 

 

𝑞ത௥ = 2 min(𝑢ത௥ , 𝑛ത௥)

=

⎩
⎨

⎧2 min ൬
𝑇௥ − 𝜙𝑇௦

1 − 𝜙
, 𝑇௥൰ , 𝑇௥ ≤ 𝑇௦

2 min ൬𝑇௦,
𝑇௦ − 𝜙𝑇௥

1 − 𝜙
൰ , 𝑇௥ > 𝑇௦

=

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧2(𝑇௥ − 𝜙𝑇௦)

1 − 𝜙
, 𝑇௥ ≤ 𝑇௦

2(𝑇௦ − 𝜙𝑇௥)

1 − 𝜙
, 𝑇௥ > 𝑇௦

(34) 
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したがって，交差輸送率𝑞ො௥と輸送自由度𝜙について，式(35)の関係が成り立つ15．さらに，こ

の式をロジット変換することで式(36)が得られる16．そのため，代替の弾力性が低い，すなわ

ち，製品の異質性が高いほど交差輸送率が高くなるという関係が示唆される．さらに，1 − 𝜎 <

0より，𝜏が大きい，すなわち輸送費用が高いほど交差輸送率が低くなる関係が得られる． 

 

𝑞ො௥ =
𝑞௥

𝑞ത௥

=

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧2𝜙(𝑇௥ − 𝜙𝑇௦)

1 − 𝜙ଶ

1 − 𝜙

2(𝑇௥ − 𝜙𝑇௦)
, 𝑇௥ ≤ 𝑇௦

2𝜙(𝑇௦ − 𝜙𝑇௥)

1 − 𝜙ଶ

1 − 𝜙

2(𝑇௦ − 𝜙𝑇௥)
, 𝑇௥ > 𝑇௦

=
𝜙

1 + 𝜙

(35) 

logit 𝑞ො௥ = ln 𝜙 = (1 − 𝜎) ln 𝜏 (36) 

 

また，0 < 𝜙 < 1より，基本的な 2 地域 1 部門の独占的競争モデルでは，交差輸送率およびそ

のロジットの取りうる範囲が以下の式で与えられる． 

 

0 < 𝑞ො௥ <
1

2
(37) 

logit 𝑞ො௥ < 0 (38) 

 

2) 商品バランスと交差輸送率の関係 

通常，既存統計より輸送自由度を直接的に算出することは困難であると考えられる．そこ

で，本項では，商品バランスと輸送自由度の関係を用いて間接的に交差輸送率を推定する方法

を検討する． 

前節のモデルでは，商品バランス𝑏௜
௥が以下の式で表せる．この式は，𝑑௜

௥ − 𝑚௜
௥ > 𝑑௜

௦ − 𝑚௜
௦のと

き，純移出額が正となることを示している．これは，域内需要額の大きい地域に，その市場規

模の比率以上に企業が集積するという自国市場効果が存在することを意味する．さらに，同式

は，輸送費用が低下するほど，こうした企業の集積が加速することを示唆する． 

 

𝑏௜
௥ = (𝑥௜

௥ − 𝑒௜
௥) − (𝑑௜

௥ − 𝑚௜
௥)

=
𝜙௜

1 − 𝜙௜

[(𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥) − (𝑑௜
௦ − 𝑚௜

௦)]
(39) 

  

 
15 基準地域外への移輸出額を除外した以下の移輸出率についても同様の関係が得られる． 

𝑢௥

𝑥௥ − 𝑒௥

=
𝜙(𝑇௥ − 𝜙𝑇௦)

1 − 𝜙ଶ

1 − 𝜙

𝑇௥ − 𝜙𝑇௦

=
𝜙

1 + 𝜙
 

16 ロジット変換とは，以下に示す関数による変換を指す． 
logit 𝑥 = ln 𝑥 − ln(1 − 𝑥) 



環太平洋産業連関分析学会 
第 36 回（2025 年度）全国大会 

17 
 

現実では，地域間での生産技術等の違いが存在するため，域内需要額の大きさで商品バラン

スの符号が決まるという単純な関係は成り立たない．一方で，閉鎖経済では商品バランスがゼ

ロとなることを踏まえれば，輸送自由度が商品バランスの絶対値に影響を与えるという関係性

は，現実の地域間交易と整合的であると考えられる．そこで，本項では，輸送自由度が商品バ

ランスのばらつきに与える影響を評価する． 

商品バランスの分散について，式(40)が得られる．なお，この式では，域内需要額の大きさ

の影響を除去するため，式(39)の両辺を𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥で除した．さらに，同式を変形することで式

(41)が得られる． 

 

Var ቆ
𝑏௜

௥

𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥ቇ = ൬
𝜙௜

1 − 𝜙௜

൰
ଶ

Var ቆ
𝑑௜

௦ − 𝑚௜
௦

𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥ቇ (40) 

logit 𝜙௜ =
1

2
ln Var ቆ

𝑏௜
௥

𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥ቇ −
1

2
ln Var ቆ

𝑑௜
௦ − 𝑚௜

௦

𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥ቇ (41) 

 

また，図-4 に示すように，𝜙௜ ≈ 0の近傍において，ln 𝜙௜ ≈ logit 𝜙௜という近似式が成り立つた

め，以下の近似式が得られる．この式は，近似式に起因するバイアスを含むものの，右辺第 1

項の商品バランスのばらつきが交差輸送の有効な説明変数となりうることを示唆している．ま

た，右辺第 2 項は域内需要額の不均一性を捉える指標と解釈でき，説明変数としての有効性に

ついては検証の余地がある． 

 

logit 𝑞ො௜
௥ = ln 𝜙௜ ≈

1

2
ln Var ቆ

𝑏௜
௥

𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥ቇ −
1

2
ln Var ቆ

𝑑௜
௦ − 𝑚௜

௦

𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥ቇ , if 𝜙௜ ≈ 0 (42) 

 

 

図-4 0 < 𝑥 < 1におけるlogit 𝑥とlog 𝑥の比較  



環太平洋産業連関分析学会 
第 36 回（2025 年度）全国大会 

18 
 

なお，内田ら（2022）は，需給バランス，具体的には上限移出額𝑢ത௜
௥に対する上限移入額𝑛ത௜

௥の

比の対数に着目し，その分散の対数が交差輸送率のロジットと正の相関をもつことを，日本の

地域間産業連関表等を対象にした分析で明らかにした．これは，𝑑௥ − 𝑚௥ < 𝑑௦ − 𝑚௦のときに以

下の近似式が成り立ち，内田らの用いた需給バランスが，式(42)の右辺第 1 項とおおよそ一致

するためであると考えられる． 

 

ln
𝑛ത௜

௥

𝑢ത௜
௥ = − ln

𝑢ത௜
௥

𝑛ത௜
௥

≈ −
𝑢ത௜

௥ − 𝑛ത௜
௥

𝑛ത௜
௥

= −
𝑏௜

௥

𝑑௥ − 𝑚௥
, if 𝑑௥ − 𝑚௥ < 𝑑௦ − 𝑚௦

(43) 

 

また，内田ら（2022）は，一部の産業連関表を除いて，需給バランスの回帰係数が 0.4 から

0.6 程度の値となることを示した．これは，式(42)の右辺第 1 項の係数 0.5 とおおよそ一致す

る．ただし，本項の結果は，あくまで 2 地域 1 部門のモデルに基づく結果であり，多地域を対

象とした場合の回帰係数等への影響について議論の余地がある． 

 

3.4. 理論分析のまとめ 

本章では，交差輸送の発生メカニズムを理論的に説明するため，新貿易理論で用いられる独

占的競争モデルを援用した．分析の結果，代替の弾力性と関連の強い製品の異質性に加え，輸

送費用が交差輸送率に影響を与えることを示した．さらに，商品バランスのばらつきが交差輸

送率の有効な説明変数となりうることを理論的に示し，内田ら（2022）の実証研究と整合的な

結果を得た． 

ただし，本章で得られたこれらの知見は，2 地域 1 部門という単純化されたモデルに基づく

ものである．そのため，次章では，この理論的知見の妥当性を実際の産業連関表を用いて検証

するとともに，交差輸送率の推定に有用な説明変数の特定を目的とした実証分析を行う． 

なお，今後のモデル拡張の方向性として，以下の 2 つが挙げられる．1 つ目は，地域間距離

を考慮した多地域モデルへの拡張である．これにより，輸送自由度の不均一性に伴う交差輸送

率の地域差を説明できることが期待される．2 つ目は，産業間の中間投入を扱う多部門モデル

への拡張である．これにより，特に，加工組立型産業などの複雑なサプライチェーンを持つ部

門において，中間財取引に伴う交差輸送の発生メカニズムが明らかとなることが期待される． 
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4. 実証分析 

4.1. 分析の目的と枠組み 

前章では，独占的競争モデルを用いて交差輸送の発生メカニズムを理論的に分析し，その決

定要因となりうる変数を導出した．そこで，本章では，この知見の妥当性を実際の産業連関表

データを用いて実証的に検証する． 

分析は，以下の 3 つの手順で進める． 

 

1) 交差輸送率の実績値の分布および産業特性の分析 

2) 既存の推計手法による交差輸送率の精度検証 

3) 単回帰分析による交差輸送率の決定要因の特定 

 

4.2. 使用データと分析方法 

本章の分析では，経済産業省が 2005 年まで作成していた日本の 9 地方を対象とした地域間産

業連関表を用いる．表-2 に，使用データの一覧を示す17． 

これらの表は，いずれも競争輸入・非競争移入型として作成されているため，集計により各

地方および国（基準地域）の競争移輸入型表を容易に作成できる．そこで，これらの競争移輸

入型表を用いて，交差輸送率の実績値およびその決定要因となりうる関連指標を算出する．な

お，本分析では，交差輸送率を以下の式で産業別に算出した． 

 

𝑞ො௜ =
∑ 𝑞௜

௥ோ
௥ୀଵ

∑ 𝑞ത௜
௥ோ

௥ୀଵ

(44) 

 

表-2 使用データ一覧 

名称 年 部門数 

地域間産業連関表 1970 43 

地域間産業連関表 1975 43 

地域間産業連関表 1980 43 

地域間産業連関表 1985 45 

地域間産業連関表 1990 46 

地域間産業連関表 1995 46 

地域間産業連関表 2005 12 

地域間産業連関表 2005 29 

地域間産業連関表 2005 53 

  

 
17 対象地域は，1970 年表のみ，01_北海道，02_東北，03_関東，04_東海，05_北陸，06_近畿，07_中国，08_四国，09_
九州であり，それ以外の表は，01_北海道，02_東北，03_関東，04_中部，05_近畿，06_中国，07_四国，08_九州，09_
沖縄となっている． 
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本分析では，交差輸送率の関連指標として，3 つのグループに分類された計 6 つの指標を用

いる．第 1 に理論モデルに基づく指標，第 2 に地域の産業構造を表す指標，そして第 3 に既存

の推計モデルに基づく指標である．表-3 に，本分析で用いる関連指標の一覧を示す．以下で

は，各グループの指標について順に説明する． 

まず，理論モデルに基づく指標は，“商品バランスのばらつき”と“域内需要額のばらつき”

の 2 つであり，式(42)右辺の第 1 項および第 2 項にそれぞれ対応する． 

次に，産業構造を表す指標として，基準表の上流度指数および下流度指数を使用する．これ

らの指標は，ある産業のサプライチェーン上での位置づけを評価するのに用いられ，上流度指

数はある産業から最終需要に至るまでの生産工程の数を，下流度指数は付加価値からある産業

に至るまでの生産工程の数を示している（雨宮（2023））． 

これらの指標の算出にあたり，上流度指数がゴーシュ逆行列の行和に，下流度指数がレオン

チェフ逆行列の列和に一致することを示した Miller & Temurshoev（2015）の手法を参考にし

た．なお，本分析では開放経済を考慮し，開放型のレオンチェフ逆行列を用いるとともに，ゴ

ーシュ逆行列についても Antràs ら（2012）が提案した修正方法を採用した18． 

最後に，既存の推計手法から得られる指標として，修正 CHARM で用いられる基準地域外の

交差輸送率に加え，小長谷・前川（2012）が提案した生産・需要シェア法19による交差輸送率

を用いる．生産・需要シェア法では，基準表の投入係数・配分係数と対象地域の生産額から中

間投入・中間需要を算出し，その差額を移出入とみなすことで交差輸送を推計する．本分析で

は，この推計結果を交差輸送率に変換して用いた． 

 

表-3 交差輸送率の関連指標一覧 

グループ 指標 算出方法 

理論モデルに基づく指標 商品バランスのばらつき 
ln Var ቆ

𝑏௜
௥

𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥ቇ 

 域内需要額のばらつき 
ln Var ቆ

𝑑௜
௦ − 𝑚௜

௦

𝑑௜
௥ − 𝑚௜

௥ቇ 

産業構造を表す指標 基準表の上流度指数 本文参照 

 基準表の下流度指数 本文参照 

既存の推計手法に基づく指標 基準表の交差輸送率 2 min(𝐸௜ , 𝑀௜)

2 min(𝑋௜ , 𝐷௜)
 

 生産・需要シェア法による交差輸送率 本文参照 

  

 
18 ゴーシュ逆行列の算出に用いる配分係数を以下で置き換えることで，開放経済における修正が可能となる． 

𝑏௜௝
ᇱ =

𝑥௜௝

𝐷௜

 

19 武田（2019）によって生産・需要シェア法と名付けられた． 
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なお，本分析の主目的は，修正 CHARM の改善と前章で示したモデルの妥当性検証にあるた

め，交差輸送率の地域差を捨象した分析となっている．そのため，地域間で値が異なる輸送費

用や地域・産業別に定まる特化係数といった指標は分析対象から除外した． 

特に，輸送費用は，前章の理論モデルにおいて交差輸送を抑制する要因となることが示唆さ

れている．本稿で扱えなかったこれらの地域差が交差輸送率に与える影響の定量的な分析は，

モデルの拡張とあわせて今後の課題としたい． 

 

4.3. 分析結果と考察 

1) 交差輸送率の実績値の分布および産業特性の分析 

図-5 に，9 地方および国（基準地域）の交差輸送率の分布を示す．図-5 より，9 地方および国

では，いずれも多くの産業で交差輸送率のロジットがゼロ未満，すなわち交差輸送率が 0.5 未満

となり，前章のモデルとおおよそ整合的な結果が得られた． 

また，国の交差輸送率は，9 地方と比較して全体的に小さい傾向がみられる．この原因として，

基準地域内外で製品の異質性や輸送費用に違いがあることが考えられる．特に，貿易における輸

送費用は国内取引よりも高くなるのが一般的であると考えられ，輸送費用による交差輸送の抑

制効果が，地方よりも強く作用した結果であると解釈できる． 

 

 

図-5 交差輸送率のロジットの分布  
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次に，2005 年地域間産業連関表（29 部門）の各産業の交差輸送率を，表-4 に示す．表-4 より，

金融・保険・不動産やサービスで交差輸送率が低く，製造業で高いという傾向が確認された．ま

た，製造業内でも，電気機械や一般機械等の加工組立型産業は，鉄鋼製品や石油・石炭製品等の

素材型産業よりも交差輸送率が高い傾向がみられた．製造業，特に加工組立型産業は，多くの生

産工程を経て製品が生産される．こうした複雑な生産過程が製品の異質性を高めたことにより，

交差輸送率が大きくなった可能性がある． 

 

表-4 2005 年地域間産業連関表（29 部門）の交差輸送率（昇順） 

部門名 交差輸送率 部門名 交差輸送率 

290_その他 0.00% 060_パルプ・紙・板紙・加工紙 34.25% 

190_建設 0.06% 030_飲食料品 35.75% 

260_医療・保健・社会保障・介護 0.16% 130_金属製品 37.35% 

220_金融・保険・不動産 0.34% 180_その他の製造工業製品 38.36% 

250_公務・教育・研究 2.46% 210_商業 38.50% 

270_対事業所サービス 4.15% 160_輸送機械 39.75% 

200_公益事業 4.28% 090_プラスチック製品 39.85% 

240_情報通信 6.16% 050_製材・木製品・家具 40.07% 

280_対個人サービス 9.02% 170_精密機械 46.81% 

010_農林水産業 19.84% 120_非鉄金属製品 48.97% 

020_鉱業 22.55% 070_化学製品 50.11% 

110_鉄鋼製品 22.87% 140_一般機械 52.98% 

080_石油・石炭製品 27.87% 040_繊維製品 55.21% 

230_運輸 29.91% 150_電気機械 59.73% 

100_窯業・土石製品 33.55%   
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2) 既存の推計手法による交差輸送率の精度検証 

図-6 に，実績交差輸送率と既存の推計手法による交差輸送率の比較結果を示す． 

図-6 より，修正 CHARM で用いられる基準表の交差輸送率は，実績値と正の相関をもつもの

の，全体的に値を過小評価する傾向が確認された．これは，基準地域外との交易による輸送費用

が基準地域内での交易よりも高く，交差輸送が発生しにくいためであると考えられる．一方で，

実績値との間に正の相関がみられたことは，製品固有の異質性が交差輸送を引き起こすという

CHARM・修正 CHARM の仮定を部分的に支持するものであると考えられる． 

また，生産・需要シェア法による交差輸送率は，過大・過小評価の傾向はみられないものの，

実績値とはほぼ無相関であった．本手法は，生産技術を表す投入係数と販路構成を表す配分係数

が基準地域内外で等しいことを暗に仮定している．このうち，投入係数の安定性には一定の妥当

性がある一方で，配分係数が安定的であるという仮定は理論的根拠に乏しい．こうした配分係数

に関する非現実的な仮定が推計精度の低さに繋がった可能性がある． 

 

 

図-6 実績交差輸送率（ロジット）と推計交差輸送率（ロジット）の比較 
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3) 単回帰分析による交差輸送率の決定要因の特定 

図-7 に，前節で示した交差輸送率の関連指標による実績交差輸送率に対する単回帰分析の結

果を示す．図-7 より，前章のモデルより導出された“商品バランスのばらつき”の自由度調整済

み決定係数𝑅ୟୢ୨
ଶ が最も高く，他の指標よりも高い説明力をもつことが明らかとなった．また，回

帰係数は約 0.6 であり，前章のモデルで示された理論値 0.5 とおおよそ一致した．これらの結果

は，前章のモデルの妥当性を示唆している． 

次いで高い説明力をもつのは，修正 CHARM で用いられる基準表の交差輸送率であり，基準

表のみを用いた指標のなかでは最も高い精度となった．前項より，直接的に交差輸送率の推計値

として用いると過小評価の問題が生じるものの，基準表の交差輸送率は，製品固有の異質性を測

る指標として一定の有効性をもつと考えられる． 

3 番目に高い説明力をもつのは，下流度指数であった．これは，付加価値からの距離を表す本

指標が生産過程の複雑性を反映しており，その結果，製品の異質性が高まりやすいことに起因す

る可能性がある．一方で，最終需要までの距離を表す上流度指数は，ほぼ無相関であった． 

また，“域内需要額のばらつき”および生産・需要シェア法による交差輸送率についても実績

交差輸送率とほぼ無相関であり，説明変数としての有効性は確認できなかった．このうち，“域

内需要額のばらつき”に関する結果は，理論モデルが仮定する地域区分の条件，すなわち同一地

域内で輸送費用が発生しないという条件が現実と乖離していることに起因する可能性がある． 

 

 

図-7 各指標と実績交差輸送率の関係  
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次に，最も説明力の高かった“商品バランスのばらつき”との関係について，異なる年や産業

分類によらず安定的に成り立つかを確認した． 

図-8 に，“商品バランスのばらつき”と実績交差輸送率の関係を，1970 年から 2005 年までの

9 つの地域間産業連関表ごとに示す．図-8 より，対象期間や部門分類の細かさに関わらず，両者

の間には，常に正の相関が認められ，回帰係数も 0.5 を上回る水準で安定していることが確認さ

れた．この結果は，“商品バランスのばらつき”が交差輸送率の産業間の差を捉える上で安定的

かつ強力な指標となりうることを示唆している．なお，1970 年，1980 年や 1985 年の地域間産業

連関表では，金融・保険関連の部門が回帰曲線からやや逸脱していることが確認された． 

 

 

図-8 “商品バランスのばらつき”と実績交差輸送率の関係（年・部門分類別） 
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さらに，図-9 に，基準表の下流度指数と実績交差輸送率の関係を年・部門分類別に示す．図-

9 より，多くの場合で正の相関が確認できるものの，一部の年・部門分類では説明力が低くなっ

た．これは，金融・保険・不動産，水道・廃棄物処理，建設といった特定の部門が回帰直線から

大きく逸脱していることに起因すると考えられる． 

 

 

図-9 基準表の下流度指数と実績交差輸送率の関係（年・部門分類別） 
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最後に，図-10 に修正 CHARM で用いられる基準表の交差輸送率と実績交差輸送率の関係を

年・部門分類別に示す．図-10 より，多くの場合で下流度指数よりも強い正の相関が確認できる

ものの，金融・保険・不動産等の一部の部門の交差輸送率が回帰直線から大きく逸脱した．特に，

金融・保険・不動産は，他の指標でも回帰曲線から逸脱する傾向がみられたため，今後，交差輸

送率が過大評価される原因を特定する必要がある． 

 

 

図-10 基準表の交差輸送率と実績交差輸送率の関係（年・部門分類別） 
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4.4. 実証分析のまとめ 

本章では，前章で構築した理論モデルの妥当性を検証するため，地域間産業連関表を用いた実

証分析を行った． 

まず，交差輸送率の実績値に関する分析を行い，その発生度合いが産業特性によって大きく異

なり，特に，製品の異質性が高いと考えられる加工組立型の製造業で交差輸送が大きい傾向があ

ることを確認した．次に，既存の推計手法の精度を検証した結果，修正 CHARM で用いられる

基準表の交差輸送率は，実績値と正の相関を持つものの過小評価傾向がみられた．また，生産・

需要シェア法による交差輸送率は，実績値とほぼ無相関であるという課題が明らかとなった． 

最後に，これらの課題に対し，前章の理論モデルより導出された“商品バランスのばらつき”

を含む複数の指標を対象に単回帰分析を行った結果，“商品バランスのばらつき”が他の指標よ

りも高い説明力を持ち，年・産業分類によらず安定的であることが実証された．以上の結果は，

前章で示した理論モデルの妥当性を示唆している． 

 

5. おわりに 

本稿では，地域産業連関表の作成における最重要課題の一つである，交差輸送の推計精度向

上を目的とし，その発生メカニズムの理論的説明と有効な説明変数の特定を試みた． 

本研究の主な貢献は以下の 3 点である． 

1 点目は，新貿易理論で用いられる独占的競争モデルを援用し，交差輸送の発生メカニズム

を理論的に説明した点である．これにより，CHARM や修正 CHARM が仮定してきた製品の異

質性に加え，輸送費用が交差輸送の決定要因になりうることを理論的に説明した． 

2 点目は，こうした理論モデルより，実証的に検証可能な指標として“商品バランスのばら

つき”を導出し，交差輸送率の有効な説明変数となる可能性を理論的に示した点である． 

3 点目は，実際の産業連関表を用いた実証分析により，本稿で示した理論モデルが一定の妥

当性を持つことを示した点である．具体的には，理論モデルより導出された“商品バランスの

ばらつき”が，他の指標よりも各産業の交差輸送率を高精度に説明することを確認した． 

ただし，本研究にはいくつかの限界も残されている．特に，本研究で用いた理論モデルは，2

地域 1 部門という単純化されたモデルであり，地域間の輸送費用の違いや中間投入が交差輸送

に与える影響が考慮されていない．そのため，今後，多地域モデルや他産業モデルへの拡張が

重要であると考えられる． 

また，本研究では，“商品バランスのばらつき”を商品バランスの実績値より算出した．しか

し，ノンサーベイ法では商品バランス自体が推計対象であるため，交差輸送率の精度を向上す

るためには，商品バランスを構成する中間投入や最終需要の推計精度を同時に改善することが

必要となる．特に，中間投入におけるプロダクトミックスや最終需要における消費バスケット

の地域差は，本来，取引のないセルに取引金額を生じさせるなど，商品バランスの推計誤差の

要因になると考えられる．そのため，これらの誤差の抑制は，今後の重要な課題となる． 
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